
EUのサステナビリティ開示・保証の規制動向
（2024年12月）
EFRAGが欧州サステナビリティ報告基準（ESRS）に関する新しい技術的説明を

追加

2024年12月27日

EFRAGは、ESRSの導入においてステークホルダーを支援するために、新たな権威を持たない技術的説明を追加しました。

新しい技術的説明は、気候変動の緩和と適応の目標、生物多様性とエコシステムに関するものです。これら新たな説明は特

定のセクターに特に関連する可能性があり、欧州委員会（EC）に対するテクニカルアドバイザーとしての役割を持つEFRAGから

提供され、作成者等がESRSを導入するにあたり、実践的かつタイムリーな支援を提供しています。

詳細は、 EFRAGウェブサイト上のプレスリリースをご覧ください。

◼ プレスリリース

原文（英語）：EFRAG adds new technical explanations on ESRSs
※本資料はDeloitte & Touche LLPが作成し、有限責任監査法人トーマツが翻訳したものです。日本語版については、有限
責任監査法人トーマツにお問い合わせください。日本語版と原文に相違がある場合には、原文の記事事項を優先します。

関連記事（日本語）：

◼ 欧州サステナビリティ報告基準(ESRS)の最終化｜会計監査｜デロイトトーマツグループ｜Deloitte
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サステナビリティ開示・保証の最新規制動向

日本・ヨーロッパ・南北アメリカ・アジアパシフィックにおけるサステナビリティ開示・保証の規制に関する最新動向を取りまとめて
います。

https://www.efrag.org/en/news-and-calendar/news/efrag-esrs-qa-platform-compilation-of-explanations-december-2024
https://www.iasplus.com/en/news/2024/12/esrs-q-as
https://www2.deloitte.com/jp/ja/pages/audit/articles/crd/igaapinfocus-20230922.html
https://www2.deloitte.com/jp/ja/pages/audit/articles/crd/newsletter.html
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細はデロイト トーマツグループWebサイト、www.deloitte.com/jpをご覧ください。
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ビス提供を行いません。詳細はwww.deloitte.com/jp/aboutをご覧ください。
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IS/BCMSそれぞれの認証範囲はこちらをご覧ください
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